
１．修了証の申請方法について

１．修了証の申請方法について



２．各種様式について

茨城県薬剤師会ＨＰ＞薬と健康の情報＞

オンライン診療に伴う緊急避妊薬の調剤応需薬局

３．登録情報の変更について

改正前改正後

（３）研修を修了した薬剤師は、薬剤師等の一覧に掲載さ
れている情報に変更があった場合には、別添２の様式を
用いて、研修を受講した都道府県薬剤師会に速やかに届
け出ること。都道府県薬剤師会においては、届出を受理し
た後、１（１）の提出先に当該内容を電子媒体で提出するこ
と。

（３）薬局は、当該薬局又は当該薬局に所属する薬剤師に
ついて、薬局及び薬剤師の一覧に掲載されている情報に
変更があった場合には、別添２の様式を用いて、薬局が所
在する都道府県の都道府県薬剤師会に速やかに届け出
ること。都道府県薬剤師会においては、届出を受理した後、
１（１）の提出先に当該内容を電子媒体で提出すること。

「オンライン診療の適切な実施に関する指針」に基づき緊急避妊薬の調剤が対応可能な
薬剤師及び薬局の一覧の公表について」 の一部改正について

（薬生総発0809第3号 令和４年８月９日）

・緊急避妊薬の調剤が対応可能な薬剤師及び薬局を確認する際の利便性確保のため、
情報の管理は薬局が主体として行うこととなる



３．登録情報の変更について

・開局時間や電話番号の変更
・同一県内での異動や転職による
勤務先の変更
・一時的な休職

薬局所在地の薬剤師会へ提出

※研修会を受講した都道府県に関わら
ず、薬局所在地の薬剤師会に報告

薬剤師会から厚労省へ報告

厚労省は掲載情報を修正

３．登録情報の変更について

Ａ県の薬局を退職し、Ｂ県の薬局に入社した場合

・Ａ県薬剤師会が開催する研修会を履修した場合、転勤先のＢ県薬剤師会では、当該薬剤師が研修を履修
していることが確認できないため、変更届と併せて、研修会修了証の写しを提出する。



４．緊急避妊薬販売に係る環境整備のための調査事業について
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事業の背景

厚生労働省 医療用から要指導・一般用への転用に関する評価検討会議

緊急避妊薬のＯＴＣ化にかかる議論

【 様々な課題の指摘 】
適正使用（年齢制限等）、販売体制（薬剤師の研修、アクセス）、

薬事規制、性教育、価格、医療機関との連携、等

 本検討会としては、総じて、課題点に対応したうえで緊急避妊薬の早期のスイッチ
OTC 化が望まれるとの方向性の意見であった。

 緊急避妊薬をスイッチ OTC 化する際には、企業からの OTC としての薬事承認申請
を受け、薬事・食品衛生審議会等における迅速な対応策の採否判断及び薬事承認
が必要となる。

 緊急避妊薬のスイッチOTC化の課題の対応策について、その選択・採否にあたり、一
部薬局での試験的運用を通じ、更なるデータ・情報の集積が望ましい。

モデル的調査研究の実施
（全都道府県）

検討会議における検討結果（令和５年６月２６日）
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試行的販売を行う薬局
（調査研究に参加する薬局）

【その他】

 販売対象：研究に参加を同意した18歳以上の女性（代理人不可）。16～17歳は保護者の研究同意と同伴（薬
局で同意をとるため同伴が必要）があった場合に販売可。16歳未満には販売不可とする。

 販売価格等：調査研究として、7000～9000円での販売を予定している（都道府県内では同一金額とする）。販
売する医薬品は先発品・後発品の指定はしないものの、一般的な市場シェアや流通状況等を勘案して各薬局
が決定する。

 全都道府県で1モデル（２～３薬局）を設定（一部都府県では２モデル、４～６薬局）
 全国で150薬局程度が参加

・オンライン診療に基づく緊急避妊薬の調剤の研修を修了した薬剤師が販売可能であ
ること

・夜間及び土日祝日の対応が可能であること
（モデル内薬局の連携により、電話対応等が可能な体制を構築）

・プライバシー確保が可能な販売施設（個室等）を有すること
（ソフト面での対応を含め、プライバシーに配慮した対応が出来ること）

・近隣の産婦人科医、ワンストップ支援センターとの連携体制を構築可能であること
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事業の全体像
厚労省 日薬

研究班

協力会社
（業務委託）

• 研究計画立案

• 薬局向け資材、調査票等、
研究に必要な資材の作成

• 研究結果の解析・まとめ
• 報告書の作成 等

• 研究実施に必
要な体制構築
（都道府県薬
剤師会と連携
して行う）

• その他研究の
実施に必要な
事項全般

• 研究実施支援業務

県薬

• 研究実施に必要な体制整備（薬局体制、
地域連携体制）

• 調査研究期間中の薬局等への支援 等

薬局
（1モデルに2～3薬

局）

連携する
産婦人科医

ワンストップ
支援センター

あ薬局
（1モデルに2～3薬

局）

• 研究同意取得
• 説明・販売、受診勧奨等
• 調査票の記入・提出

（事例ごと報告及びアン
ケート調査）

• 調査票の
記入・提出
（受診時）

 薬局での対応に
ついては説明会・
マニュアル等あり

 研究として通常
調剤のケースも
調査対象とする

購入者

研究ホームページ

・研究の説明、利用者への留意事項
・薬局リスト 等
（名称、所在地、電話番号、対応可能時間等）

• 研究への同意
• 説明を受け、購入
• 調査への回答（Web

アンケート）

受診
（購入者の選択する産婦人科

の受診は妨げない）

薬局
（1モデルに
２～３薬局）

（注：各主体の実施する事項は主なもののみ記載）

研究者（産婦人科医会含む）
有識者（日本医師会、弁護士含む）

各県１モデル（２～３薬局＋１産婦人科）
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ワンストップ
支援センター

服用後アンケート（2回目）研究班が実施

販売 調剤

調剤希望者
（処方箋あり）

面前で服用

研究の説明、同意取得（電磁的方法）確認

非該当
（販売不可）

16歳未満、代理人等

購入希望者
（処方箋なし）

お薬情報提供文書、紹介文書

連絡先情報

・ホームページに薬局リスト掲載
・希望者は来局前に薬局に電話→ 電話対応

研究の概要（現時点の案）

服用前の説明、同意取得

販売可販売不可

チェックリストによる販売可否判断

服用後アンケート（１回目）依頼

連絡先情報

連携産婦人科

紹介文書

来局者アンケート記入依頼

４．緊急避妊薬販売に係る環境整備のための調査事業について

１．対面診療により発行された院外処方箋に基づく調剤

２．オンライン診療により発行された処方箋（ＦＡＸ）に基づく調剤

３．調査研究事業としての試験的な販売

→全ての保険薬局で対応可能

→「オンライン診療に伴う緊急避妊薬の調剤に関する研修会」を
履修した薬剤師のみ対応可能

→各都道府県薬で指定されたモデル薬局（１地域２～３軒）でのみ
対応可能


